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I　は　じ　め　に

　中山間地域では青壮年層を中心とする人口の急激な減

少のもとで，農業生産の衰退や農村生活の停滞さらには

地域資源の荒廃など，いわゆる定住環境の悪化が著しく

進んでおり，それに歯止めをかけ再興していくための担

い手の形成が強く求められている。集落営農1）はその具

体的な一形態といえよう。

　集落等を単位とする地域農業の組織化は，農業基幹労

働力の兼業化⑧流出や機械化が顕著に進んだ昭和30年

代半ば以降に「米づくり運動」として広く全国的にみら

れた．この運動ではコメ生産力の向上と省力化，稲作収

益の向上とコストの低減など技術的⑧経済的に大きな成

果を得るとともに地域⑧構成農家等の定住条件の向上に

も寄与した。その後，オイルショックや米過剰等の農業

をめぐる経済環境の変化の中で，53年の水田利用再編

対策，54年の新農業構造改善事業や57年の農政審議会

答申「80年代の農政の基本方向」等を契機に新たに地

域農業の組織化を政策的に強く誘導する方向性2）が提示

されてきた。

　そして近年，「新食糧法」やU　R合意等による諸規制

の撤廃，市場原理の導入などにより農業構造の再編と競

争力の強化が求められるなかで，農業⑱農村の組織化論

議は新たな段階に入った。そこには、土地利用型農業の

近代化に向けての構造再編と担い手の形成が思うにまか

せない状況と合わせて，農家の内部構造が一段と弱体化

したことが指摘できる。とりわけ中山間地域では過疎⑧

高齢化の進行により，農業基幹的労働カはもとより補助

労働力さえもたない農家が広範に出現し，農業生産の停

滞⑧縮小や農林諸資源の荒廃⑧放棄さらには集落そのも

のの消滅という危機に直面し3），もはや構造再編による

自立経営農家等の出現を気長に待つという時間的余裕は

ない緊迫した状況に追い込まれている。このように，今

日の中山間地域の担い手問題は極めて厳しい環境にある

が，その担い手として地域農業の組織化いわゆる集落営

農の形成が大きくクローズァップされ，合わせてその役

割と機能の強化が期待されている。
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　ところで，集落営農は構成農家の内部構造と外部経済

環境との相互関連性のもとで生成⑧発展⑧再編という動

態変化4）をみせるが，前述のように，農家をめぐる内部

構造と外部環境は激変しており，集落営農の発展や機能

強化を図るためには組織と構成農家の自助努力と合わせ

て法的⑧制度的な整備も必要となる．その対応の1つと

して注目されるのが法人化である．法人化は経営体とし

ての機能強化や人材形成力（インキュベーター機能）が

期待され，「新政策」においても経営体の近代化とその

安定性⑧継続性を目指して熟度の高いものから法人化へ

の移行が強く打ち出されており5），個別経営体だけでな

く集落営農などの組織経営体での導入も推進されている．

　本稿の分析対象地である島根県は中山間地域率が農業

集落数で811％，農家戸数で776％（1990年センサス）

とまさに中山間地域の典型県でありう過疎⑧高齢化の先

進県でもある．そのため，農業生産の地域ぐるみでの組

織化，いわゆる集落営農の育成に早くから積極的に取り

組み，各地に多様な形態の集落営農が出現している．そ

のなかで自らの経営体質⑧機能の強化を目指して5っの

集落営農が法人化し，新たに法人化を目指している事例

もみられる．6）。

　本稿では法人型集落営農の実態を明らかにするととも

に，法人化に伴ない集落営農がどのように機能強化され

るかを明らかにする．また多法人型集落営農が農政上の

担い手としてどのように評価できるかにっいても指摘し

たい。本稿の構成は皿で中山間地域の担い手が求められ

ている役割について整理し，皿では担い手としての集落

営農の意義とその課題を明らかにする。っいでIVでは中

山間地域の典型県である島根県に出現した法人型集落営

農の実態を明らかにするととともに集落営農の法人化に

伴う機能強化について考察し，Vでその意義を述べる、

なお，本稿での考察対象は中山間地域とし、集落営農は

全戸参加型である。

保全と活用，少なくとも優等地である水田を保全し，低

コスト農業の実現や転作の計画的⑧効率的実施を図る。

2っは，地域内諸資源の有効利用を通して地域農業の内

発力を高める。3つは，農地や労働力などの生産要素利

用に対する報酬の安定的保証。4つは，農業者年金受給

資格の取得のため，経営移譲が安心して出来る条件整備。

5っは，他産業従事者や高齢者⑧女性を重労働から解放

し，能力にあった就労の場の確保など労働力の適正な利

用体制を確立する。

　第2は，地域社会の保全者として生活環境の維持⑧再

編を図る役割である。1っは，旧慣を廃して地域社会構

成員の自立と社会的役割分担の確立を図る。2つは，高

齢者が安心して生活が送れるような生産⑧生活の支援体

制を作る。3っは，次代を担う子供たちを守り，教育で

きる体制の整備、4っは，有形⑱無形の文化資源を保全⑧

継承し，潤いのある生活環境の整備。5っは，生活資本

の整備を進め，農村らしい快適な生活環境を作る。

　第3は，国民経済社会の一員としての役割である．1

っは，都市住民に良晶質で安全⑧安価な農産物を提供す

る。2っは，自然資源の維持管理や自然再生機能を強化

して国土保全機能を高める、3つは，交流やグリーンツー

リズムなどを通して農村型サービスを都市住民に提供す

る。

　第4は雪担い手として上記のような役割を総合的に果

たすとともに，1っは，担い手自体の再生産機能とりわ

け人材形成力を持っこと。2っは，地域や集落から高い

社会的信用カを得ること。そして3つは，中山間地域の

資源管理者として国民的合意を得ることである。

　以上4点を指摘したが，とくに第4の役割は、今後の

中山間地域振興や支援政策7）を進めるうえできわめて重

要な条件になるものであり，このような役割を果たしう

る担い手の広範な形成が求められる。

皿　担い手としての集落営慶の憲義と課題

皿　申山聞地域における担い手が求められる役割

　近年，中山間地域では家族経営の空洞化現象に伴い新

たな担い手の形成が求められ，個別経営体の他に集落営

農や市町村農業公社⑧農作業サービス会社等の多様な形

態の担い手が出現しっつある、本節では中山間地域にお

ける担い手に求められている基本的役割について概括的

に整理しておく。

　第1は，地域農業の保全あるいは再建を通して農家経

済の維持⑱向上を図る役割である。1っは，農地資源の

1。集落営駿形成の憲義

　中山間地域における担い手はまさに広範な役割が期待

されており，その担い手として集落営農が評価されてい

る。ここでは担い手としての集落営農の意義8）について

機能的側面よりみる。

　第1は，農業生産を補完⑳補強する組織としてである．

農地や機械⑧施設等の固定資産および労働力など，個別

農家での整傭や利用⑧調整が著しく困難となっているも

のについて，集落営農に集結し利用することにより農業
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生産の効率化⑧低コスト化を追求する。

　第2は，農業生産を代替する組織としてである。兼業

化⑧高齢化等の進行により機械作業を中心とした農作業

が遂行できない農家の農業生産過程の一部ないし全作業

を代行するもので，それにより農地の利用⑧保全が図ら

れるとともに，集落営農やその構成農家の農業生産の効

率化と低コスト化が追求できる。

　第3は，集落や農家がもつ諸資源を代替管理する組織

としてである。主として離⑧脱農等した農家や独居農家

の農地管理を代行するもので，集落営農が構成農家と協

力し農地を全体的⑧計画的に利用⑧保全し，耕作放棄地

の発生や生活圏域の縮小を防ぐ。

　第4は，地域振興⑧活性化の主体としてである。組織

には構成農家の多様な資源が結集されるが，それを活用

することにより新たな農業生産や農産加工が付加され，

多様な販売方式や都市との交流などと結びつけて地域の

活性化⑧内発力の強化を図る。

　第5は、農家生活を補完する組織としてである。高齢

化⑧少子化社会を迎え、家族構成のアンバランス化や家

族の縮小に悩む農家では，自己完結型の農村生活を営む

ことが次第に困難となってきている。しかし，集落営農

による新事業の展開や構成農家間の交流の活性化により，

高齢者の活用やサポート，次代を担う子供の教育さらに

は地域の伝承文化の継承などの体制が整備され，家族構

成上の欠陥が補強される。

　そして第6は，近年とくにその意義が重視されるのが

公益的機能の保全者としてである。農業生産や農家生活

の維持⑧向上を図っていくには，地域資源の有効利用が

前提条件となるが撃第1から5までの行為を通して地域

資源や水資源さらには景観等が保全される．

2．集落営麗の課題

　担い手に恵まれない中山間地域では，集落営農の形成

は地域と農業にとってまさに最後の選択肢といっても過

言ではなく，形成に向けて大きな努力が払われる。しか

し，集落営農が成立したとしても，なお以下のような課

題が残されている．

　第1は，集落営農は1ないし数集落からなるが，単一

集落での形成が圧倒的に多い。しかし，1集落当たりの

農業規模は小さくg），低コスト化による収益向上やリー

ダー⑧オペレーターなどに対する経済的サポート能力に

は限界があり，優秀な人材の確保⑧再生産は構成農家の

自助努力に依存する面が大きい。

　第2は，集落営農により農業機械⑧施設等の固定資産

の共有や組織化は進展するが，任意組織として存在する

限り，リーターの組織に対する無限責任問題や固定資産

の償却金積み立てにたいする法的制約が残る．また多補

助事業導入を契機とする組織化は，固定資産更新時に新

たな追加投資や組織再編という組織内調整が必要となり，

その克服が集落営農の安定的存続のカギを握る．

　第3は，集落営農は構成農家とその農業維持のため，

効率性⑧専門性より平等性が優先されがちとなる．平等

性は組織維持に大きく寄与するとしても，固定資産の適

正所有，省力化や低コスト化を制約するとともに，リー

ダーやオペレータの精神的⑧肉体的な過重負担と犠牲を

強い，リーダーや組織の局度な経営管理機能の発揮の制

約要因となる、

　第4は，今日，農業の高付加価値型産業への脱皮が唱

えられているが，任意の集落営農が直接事業活動するこ

とは法的に認められず，組織内での農業再編や起業活動

には限界がある。そのため，リーダーやオペレーターの

育成や収益力の強化，構成農家の農地，労働力などの諸

資源の活用にも限界が生じる。

　第5は組織の社会的認知，政策的支援の主体としての

限界性がある。集落営農は地域農業の再編主体として注

目され，行政機関からの補助対象主体と位置づけられて

いる．しかし，あくまで任意組織であり，地域農業の再

編主体として直接的所得補償などの政策的認知を受ける

主体となるには法的，経営的基盤が弱く，国民的合意も

得にくい。

w　法人型集落営慶の形成とその機龍

　過疎⑧高齢化が著しい島根県では，集落農業の振興と

いう視点からの独自の施策展開が早くからみられた．昭

和50年には国の施策にも影響を与えたといわれる島根

農業振興対策事業（新島根方式，50～63年）がスター

トし，以降，ふるさと農業活性化事業（新生島根方式争

平成元～5年）事島根地域農業活性化特別対策事業（し

ま活事業，6～8年）へと引き継がれている。これら集

落農業事業は新島根方式の事業目的「農業集落内に新し

い農業生産体系を確立するなどによって，農業集落の一

体的向上を図り崩壊に向かいつつある農業集落を再生

」10）にみられるように集落を単位とする新しい農業生産

体制，いわゆる集落営農の確立を目指したものといえる面

現在集落営農として活動しているのは208組織（うち

179組織，86％が中山間地域に集中）で11），本項では表

1のように5つの法人型集落営農（以下，1Vでは法人と
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　なお，法人構成員数は最大がNα5の20戸で最小はNα

4の9戸と少ない。全戸参加はNα4のみであるが，各法

人ともほほ集落内農家により構成されている。

表2　家族構成員の形態別農家数（単位：戸）

タイ 家族構成形態 Nα1 2 3 4 5
A 世帯主（60歳未満）十後継者（在宅） 3 0 1 1 1
B 世帯主（60歳未満）十後継者（未成人） 4 12 6（1） 7 5（1）

C 世帯主（60歳未満）十後継者（他出） 1 0 3 0 1
D 世帯主（60歳以上）十後継者（他出） 7 1 3 3 2
E 独居世帯あるいは高齢者のみの世帯 O 2 4 9 O

合　　計（法人構成農家戸数） 15 15 16 20 9
参 集落内農家戸数 23 19 20 20 13

考 集落外からの法人参加戸数 0 0 1 O 1
注1：世帯主と後継者の存在形態をみたもので、これ以外の家族員も存在する．

　2：（）内は集落外からの法人参加農家数を示す

2。法人経営の経営経済性

　①稲作労働時間と生産費用（表3参照）

　イ。稲作労働時間

　10a当り投下労働時間は雪Nα2が265時間と米生産

費を上回るが，Nα1（ただし，育苗時間がない），3は

下回っている。省力化の主要因は，機械作業時間が米生

産費を大幅に下回ったことによるものである．日常管理

作業はNα1は出役，Nα2は個別管理，Nα3は再受託など，

構成農家の補助労働力の活用を主目的とする個別対応を

原則としており多投入となっている。

表3　10a当り投下労働時間及び生産費用（単位　ha、
　　　時間，円）

Nα1 2 3 米生産費

構成員水田面積 24．3 15，2 12．6

うち水稲作付面積 2．7 1刀 95 5～10ha

法人水田受託面積 a1 1－O 1＆O 6．6

10a当り投下労働時間 15．5 26－5 18．2 24．3

うち機械作業 4－5 4．8 6－6 11－6

同上日常管理作業 11－O 14．4 ＆1 8，3

同上育苗作業 一
τ3 1－6 3－7

10a当り生産費用 94，774 97，855 102，928 137，558

うち賃借料 35，800 3，500 7，OOO 4，791

同上農機具費 一
13，973 18，128 21，353

同上労働費 11，000 28，496 17，452 36，147

同上地代 27，O00 22，000 20，000 34，053

注1：10a当り投下労働時間と生産費用は，竹山孝治「島根県における

　　集落営農法人の運営実態と成立条件」，島根県農業試験場企画調

　　整部刊，平成9年7月より引用．
　　　なお，機械作業は耕起整地，田植、刈取脱穀，乾燥の合計，

　　日常管理作業は墓肥，追肥，除草，管理，防除の合計を示す．

　　また，Nα1の賃借料には農機具費，オペレータ賃金，無人ヘリ

　　防除料金が含まれている．

　2：米生産費は平成7年度「米生産費調査」都府県5～10haを示す

口、1Oa当り生産費用

10a当り生産費用は、各法人により費目の算定根拠，

労賃算定基準等が異なるため比較は出来にくいが，最多

がNα3の102，928円，最少がNα1の94，774円となってい

る。米生産費と比較すると主要費目の農機具費，労働費

で低く，組織化効果を読みとれる。

　②　収益分配方式

　構成農家の収益は，大きく区分すると稲作収益（農地

委託農家は地代）と稲作以外部門への出役賃金および従

事分量配当13）からなる。構成農家の稲作収益式（非オペ

レーターで日常管理作業は自家で行う農家を想定）は以

下の通りである。

Nα1（全作業委託型）　　米販売収入一作業委託料十日

　　　　　　　　　　　　常管理作業出役賃金

Nα2（機械作業委託型）　米販売収入一機械作業委託料

Nα3（経営委託型）　　　地代十日常管理料（機械作業

　　　　　　　　　　　　を除く全作業）

Nα4（経営委託型）　　　地代十耕転料（原則として地

　　　　　　　　　　　　主が実施）十草刈賃十作業受

Nα5（経営委託型）

託料（水管理十防除）

地代十水田管理受託料（米販

売代一農機具等経費一農薬⑱

肥料等経費一経営管理費一地

代）

のように，日常管理作業を自家で実施すれば高い収益が

農家に帰属する方式を採用している画

　なお，リーダー⑧オペレーターに対して高めの労賃水

準を設定しているのはNα1と4で、Nα2は9年度から中

心的オペレーターに特別報酬（専業農家への支援）を出

す計画がある。また，Nα3は専従型オペレーターの育成

を企図し，圃定給的な賃金支払い方式を試行的に7年度

に実施しているなど茅リーダー感オペレーターに対して

経済的支援の強化を目指している。

　③経済性諸指標（表4参照）

　イ。収益性

　総資本利益率は各法人ともプラスであるが，Nα3以外

はほとんどゼロに近く，収益は出来るだけ構成員に還元

する全戸参加型の集落営農の特徴を示している。

　口．財務安全性

　自己資本比率は法人間で大きな差異がある。設立時期

の早いNα1は経営基盤の強化のため出資金の増額に努め

ている。各法人とも設立時あるいはその前身の任意生産

組織時に機械⑧施設を補助事業で導入しているため，借

入金を抱えているが，その返済は安定的に進み，償還金

積み立ても着実に行なわれている。
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表4　資本構成と経済性指標（単位　円，％）

Nα1 2 3
総資本 17，591，159 15，633，792 15，570，144

自己資本 16，591，159 9，316，792 3，414，949

固定資産 16，422，690 12，301，492 7，842，460

売上高 7，643，830 3，692，216 15，358，485

人件費 2．182527 687，000 3，269，465

指
総資本利益率 O．1 0．9 4．3

自己資本比率 94．3 59－6 21．9

標
総資本生産性 107 115 61．4

労働分配率 61．3 36．4 43．2

　注：人件費はNα1，3が作業委託料とオペレーター賃金，Nα2がオ

　　　ペレーター賃金からなり，いずれも従事分量配当分は含まれ
　　　ていない（労働分配率も同様）．

資料：各法人経営の平成7年度業績報告書より作成

　ハ。生産性

　総資本生産性はNα1，2が1O台、Nα3が614と両者

間で大きく異なる。その主たる要因は則者が作業受託，

後者が経営受託という経営形態（売上高）の違いによる

ものである。則者とくにNα1は構成員への収益還元を強

く意識し至労働分配率が高くなっている。なお，Nα3は

中核農家育成を志向し組織あげてその支援体制をとって

おり，水田規模が小さいにも関わらず人件費額（3269

万円）は他の法人を大きく上回っている、

3。法人化に伴う集落営慶の機能強化

　①農地の経営管理⑧保全

　第1は，農地の経営管理が可能になったことであろう。

中山間地域では高齢者農家，独居農家が広範にみられ，

その農地の維持⑳管理が集落として大きな課題となるが，

法人化により農地管理⑱保全機能が付与され，経営受託

型だけでなく作業受託型においても高齢者農家や離農家

の経営受託を行っている。作業受託型はもちろん経営管

理を主目的とするものではないが，経営管理機能が内包

されることにより雪農地の保全や地域の維持機能が向上

する．

　第2は，農地の計画的利用の積極的推進である．法人

化により事業部門の拡張と多様な事業展開が容易になり，

事業目標に合わせた積極的な農地利用が推進される。そ

の典型はNα4の高付加価値型農業への展開で転作地を積

極的に活用して野菜栽培等を行っている。また，他の法

人もブロックローテーションで転作を実施し多合わせて

商晶作物（野菜）の導入を図り暫転作の消化から転作地

の有効利用による新事業の展開をみることができる。

　②農家や集落営農の維持⑧存続

　第1は，高齢者が農業者年金を受給するためには経営

移譲が必要条件となるが，法人が経営受託機能を持っこ

とにより地域⑧集落内の農地受託者の不在をカバーして

いる。とくに法人型集落営農という社会的信用力の高い

経営体への農地委託であり，委託農家は安心して経営移

譲に踏み切れる。また，委託後も日常管理作業などの補

助作業に出役できる体制がとられ，この点からも経営移

譲を容易にしている。

　第2は，任意の集落営農は減価償却費の積み立てが法

的に認められておらず，更新時に構成農家に新たな経済

的負担が生じ，組織存続のネックとなっている．法人で

は減価償却費積み立てが無税で可能で，更新時における

構成農家の経済的負担という組織存続の制約要因の1っ

が解消される。

　③　組織内発力の形成

　第1は，売上高は最大でも1，500万円余にすぎず生産

規模が小さいことから，各法人とも専従者を抱えること

は経済的に出来にくい。しかしながら多現在のリーダー⑧

オペレータの他に，リーダーの交替，オペレータの新規

確保，さらには後継者の新規就農など人材の確保⑧形成

力は高いといえる。とくに新たな人材の確保は雪法人の

社会的評価鰯信用力を高め，分業や役割分担の確立等に

より組織の活性化をもたらしている。

　第2は，法人化により稲作生産にっけ加え野菜生産⑳

農産加工さらには都市との交流など新しい事業展開が強

く意識されはじめてきた。とくに女性や高齢者層は機械

作業補助者としての重労働から解放され撃高付加価値型

農業への関心を高めている14）。このような内発力の強化

は小規模農業の維持，農業自給力の向上さらには構成農

家の話し合い強化などと結びっき集落及び集落営農の組

織再生力を高めている、

　④　担い手形成カ

　第1は，Nα1多2では法人自身がハウス施設等の新た

な事業を導入し，担い手育成を積極的に図っている15）。

また，Nα3，4は集落内の非構成農家，Nα1，4，5は

集落外の農地の受託を行っている、これらは構成農家の

農地保全だけでなく法人の規模拡大の可能性を示すもの

であり，担い手（人材⑧労働力と組織体）形成力の強化

機能を持っものといえる。

　第2は，担い手としての社会的評価の高まりがあげら

れる。前述したように、経営移譲者からの農地の受託な

ど，集落内からの信用度の高まりと合わせて、集落外か

らも農地委託先として高く評価されつっある。とくに特

定農業法人化したNα3，4，5は農地利用改善団体の農

地集積対象の担い手と位置づけられており，集落だけで
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なく地域の担い手16）として位置つけられつっある。

　⑤定住環境㊧環境保全機能

　第1は，集落営農の法人設立理念は多様であるが，そ

の基本には豊かな農村の維持⑧再生が掲げられている。

つまり，法人型集落営農は機能集団的性格の強い任意の

生産組織と異なり，農業亀農地を守ることと合わせて，

農村の美化，農村文化の継承、高齢者対策，子供の教育

などへの配慮が生まれてくる。そして農業生産と農村生

活，いわゆる定住条件の向上にむけての多様な機能が形

成⑧内包され，かつ活動が展開されてくる17）。

　第2は，農業生産の安定的継承により，水田をはじめ

とする地域資源の維持⑧管理が可能になり，結果として

地域の景観の維持や水資源の保全など農業と農村が持っ

公益的機能が維持される。また，農業の内発力の強化に

より都市との交流も積極化し，農村サービスの提供等を

通して，都市住民への環境保全意識の啓発と高揚も期待

される。

V　結　　　　　ぴ

　過疎⑧高齢化や農家⑧農地の減少⑧縮小に悩む農村と

りわけ中山問地域では，農業生産だけでなく農村社会，

地域環境の維持⑧保全等のために担い手の確保が緊々の

課題となっている．本稿ではその担い手として集落営農

に注目し、機能と役割を整理するとともに，その機能を

より充実させた先駆的事例として法人型集落営農につい

て考察した。その結果，法人型集落営農は任意の集落営

農がもっ経済的鯵技術的効果の他に，法人化に伴って農

地の経営管理竃保全雪構成農家の維持⑧保全，集落営農

の組織内発九担い手形成力さらには景観⑧環境保全な

どの機能強化がより期待できることが明らかになった。

その点で，法人型集落営農は任意の集落営農に比べてよ

り高次な企業形態として，中山間地域の担い手と位置つ

けられよう。

　とくに法人型集落営農の利点は経営主宰権を持ち経営

受託と多様な事業展開が可能になることである。これに

より構成農家は農業（農業経営）の存廃，農家労働力は

農業従事の選択をより容易に出来るようになり，任意型

の集落営農がもっ農業と農業従事への平等性（参加と出

役）から開放され，構成農家とその家族員の主体性が発

揮しやすい環境が可能となる。若いリーダー⑧オペレー

ターの登用や参加，高齢者⑧女性向けの事業展開なども

平等性からの開放により実現できたといえる。もちろん，

集落あるいは農業生産の維持のため構成農家の協力は欠

かせず，企業運営として多様な手法が採用されている。

言い換えるなら，法人化に伴い伝統的⑧固定的な平等性

から近代的⑧主体的な平等性への脱皮が進み18），まさに

農業と集落の再編や内発力を持ちうる担い手となってい

る．

　一方，組織存続のカギをにきる人材形成力は，集落営

農が集落を単位とする限り規模の規定性がっきまとう

が19），前述したように法人化による構成農家とその家族

員の意識変革や法人内での新規事業の導入などにより確

実に高まっている。

　いずれにしても，任意の集落営農の大きな課題である

組織の継続性は，法人化により法的な条件が整備された

だけでなく，構成農家の意識変革やインキュベーター機

能の形成などにより強まっていると言える。それは，中

山間地域が追い求めている担い手条件である農業生産と

農家生活の維持⑧存続や活性化機能，さらには国民の価

値観の転換に対応20）しうる地域資源の保全⑧管理や農村

サービスの都市への提供等の機能を内包したもので，ま

さに国民に広く認知され，かつ農政上の担い手21）になり

うる可能性を秘めた新たな担い手形態といえよう。

注

1）集落営農の定義は，以下の諸論文を参鳳平塚貴彦

　　「農業の担い手としての集落営農」『農林業問題研究』

　　107号，1992年6月，P鉱小林哲郎「農業政策の

　　展開と集落営農」『農林業問題研究』107号刃1992

　　年6月，P1α佐々木康雄『「集落営農」を母体と

　　する法人化と特定農業法人への展望』『農政調査時

　報』，第467号，1995年8月，P14．

2）この他に，系統農協でも第15，16，17回農協大会

　　で地域農業再編の担い手として地域営農集団の育成

　　を強調している。

3）国土庁計画⑱調整局『地域の集落の動向と国土資源

　　自然環境等に与える影響に関する調査報告書』，平

　成8年3月，P＆によると，今後，無住化の可能

　性がある限界レベル1事2集落は全集落数の31％，

　　しばらく無住化しないが，衰退していく限界レベル

　　3集落は160％と推測している。

4）伊藤氏は茅組織化過程は個別経営をめぐる環境条件

　　の変化，あるいは農政の転換という歴史的画期に対

　応して展開をし「主体的条件雪客体的条件という2

　つの相互作用においてとらえよう」と述べている、

　伊藤忠雄著『現代農業生産組織の経営論』，農林統
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　　計協会，1992年，P5．

5）農林水産省『新しい食料⑧農業⑧農村政策の方向』，

　　平成4年6月。

6）島根県農業会議によると，本稿の事例の他に平成9

　　年4月よりNα1，2に隣接する集落営農が法人化し

　　た．また，現在7～8カ所から集落営農の法人化の

　　相談を受けている。

7）筆者は中山間地域（条件不利地域）における担い手

　　問題には，政策的な経済サポート（デカップリンク）

　　制度の創設が極めて重要なカギを握るとみている。

　　そのためには、国民的合意の形成が得られる受け皿

　　としての担い手の企業形態，機能や役割についての

　　基準作りが重要な課題となる。

8）平塚氏は，集落営農の多面的意義として，経済的意

　　義，社会的意義に区分して提示している。平塚貴彦

　　「前掲論文」，P38～3臥

9）中山間地域の集落当たり経営耕地面積は都府県平均

　　で203ha，中国地方や島根県はより小さく132ha，

　　9．7haにすぎず，経済的条件にも恵まれていない。

　　1990年センサスより計算。

10）島根農業振興対策事業は，現在3期目に入っており，

　　事業対象爾目的も少しずっ変化しているが，集落を

　　基礎単位とする振興方策には大きな変化はない。島

　　根県農林水産部資料より。

11）竹山孝治『島根県における集落営農法人の運営実態

　　と成立条件』島根県農業試験場企画調整部，平成9

　　年7月争P1～14

12）特定農業法人は全国で21事例（1997年10月）を

　　数える、そのうち3事例が島根県中山間地域に集中

　　し，かっ全戸参加型集落営農である。

13）従事分量配当は雪決算後の余剰金にっいて行われ茅

　　その算出基礎はNα1は出役と出資金予Nα2は出役，

　　Nα3は出役と委託農地からなっている、

14）西村武司氏（現京都大学大学院生）の1996年度卒

　　業論文『集落営農の農業集落維持効果に関する研究』，

　　1997年3月。によると，Nα4は構成農家17戸が出

　　役し、出役総労働時間（平成8年3月～12月）は

　　7，351時間となっている。そのうちオペレーター

　　（5名）は1，361時間（185％）にすぎず，それ以外

　　は高齢者（60歳以上16名）や女性（世帯主妻11

　　名，母4名）による稲作の日常管理作業と野菜生産⑧

　　農産加工で，特に後者への労働投入が多い。

15）Nα1，2では法人が事業主体となってハウス施設

　　（花き爾野菜）を導入し，後継者の就農や専業農家

　　の規模拡大を図っている．また，Nα1のリーダー及

　　び後継者とNα2の専業農家は外部（1名）の協力を

　　得てラジコンヘリコプターによる防除事業を開始し

　　ている。

16）Nα3争4，5は農業経営基盤強化促進法に基っき市

　　町村長から認定をうけた地域（農用地利用改善団体）

　　の担い手であり，当該集落（小字）内はもちろん隣

　　接集落を含む地域（大字）の農地や作業を集積して

　　いくことが，今まで以上に可能となり，また，地域

　　からも期待されている．

17）内田和義⑧北村陽郎「「むらおこし」と農村リー

　　ダー」（北川泉編著『中山間地域経営論』お茶の水

　　書房事1995年，P295～314所収）によると，Nα1

　　では，露地野菜⑧農産加工竃集団転作の推進事圃場

　　整備や集会所及び周辺の整備⑧改修男「おくがのた

　　いむす」の発刊やテレビ共同受信施設⑧自主放送局

　　の設置，自治会の結成や新年会塾カラオケ大会の実

　　施，田植えばなしの保存や神社の建立亀不動尊の供

　　養など多生産から生活までまさに多様な取り組みを

　　見せている。

18）頼氏は曾法人設立により「構成員の意識格差及び利

　　害対立を克服するのが容易になる」と指摘している。

　　頼平著『農業経営学』，1991年，P33τ

19）ここで問題となるのは，集落営農が形成されたり，

　　それが法人化されたりしても、集落の絶対的規模が

　　小さいことである。例えば，中国中山間地域の集落

　　当たりの耕地面積は97ha，構成農家数は13戸程

　　度にすぎず多集落営農やそのリーダーが低コスト農

　　業や高付加価値型農業を展開するには規模，人材の

　　確保の点で極めて難しいことが想像される、この問

　　題点を克服するためには，集落あるいは集落営農を

　　またがる組織化や，その上位組織に法人格をもたせ，

　　組織の規模拡大と機能強化を追求することも考えて

　　いく必要があろう。なお，Nα1茅2が町内の法人型

　　集落営農と一緒になり予特定農業法人に認定（1997

　　年11月）されるという注目する動きをみせている面

20）河村氏は茅中山間地域をめぐる役割評価は「社会の

　　価値観が所得志向からアメニティー志向へ転換した

　　ことに対応」したもので，それへの対応が必要であ

　　ると指摘している。河村能夫「中山間地域における

　　ニューヒシネスの可能性を探る」『農業と経済』

　　1996年9月，P4a

21）デカップ．リング政策が国民的合意を得られにくい要

　　因として曾受け皿としての担い手の企業形態とその
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機能や役割が不明確であることも1っの理由と考え

られる。詳しくは別稿で議論しなければならないが，

合意形成要因として筆者は本文IVの3の①～⑤の諸

点が極めて重要と考える。なお，生源寺氏は，条件

不利地域政策の直接所得補償問題について「条件不

利地域に求められているのがいかなる農業であり，

林業であり，コミュニティであるのか，この点に関

するビジョンの自覚的な吟味も，必ずしも十分とは

言えない」とデカップリンク政策目標の暖昧さを指

摘しているが，その背後には条件不利地域やそこで

の農林業をリードする主体⑧担い手とその性格⑧機

能の問題が隠されていると言えよう。「条件不利地

域農業の問題構造と政策課題」『農林業問題研究』

124号，1996年6月，Pa


